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１．はじめに
　国連持続可能な開発会議（リオ＋ 20）は、2012 年 6 月 20 日から 22 日にかけて、ブラ
ジルのリオ・デ・ジャネイロで開催された。国連加盟 193 か国のうち、100 カ国を超える国々
が首脳級を派遣し、さらに 500 名弱の閣僚級の政府高官が参加したほか、各国政府関係者、
国会議員、地方自治体、国際機関、企業、および市民社会から約 3 万人が参加し、持続可
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能な発展に関する議論が行われた 1）。最終日には、成果文書の「我々の求める未来（The 
future we want）」を採択して閉会した。本会合に先立ち 6 月 13 日から 19 日の間に開催
された第 3 回準備会合と本会合の期間中には、各国政府・国連機関・国際機関・企業・市
民団体などにより 500 以上のサイドイベントが催され、そのほかに会場外では、ピープル
ズサミットやビジネスフォーラムなどの様々なイベントも開催された 2）。
　リオ＋ 20 は、1992 年に開催された国連環境開発会議（地球サミット）から 20 年を経
過したことを機に開催された。20 年前に開催された地球サミットでは、21 世紀の環境と
開発に関する政策課題と解決の方向性をまとめたリオ宣言とアジェンダ 21 が採択された
3）。2002 年には地球サミットの 10 周年を機に、リオ宣言とアジェンダ 21 をフォローアッ
プする会議として持続可能な開発に関する世界首脳会議が南アフリカのヨハネスブルグで
開催された。この会議では、アジェンダ 21 の実施状況を踏まえ、その後の取組みの強化
を図るヨハネスブルグ宣言と、11 章 153 パラグラフからなる実施計画が採択された 4）。
　しかし、21 世紀に入っても気候変動問題や生物多様性問題などの地球環境問題は深刻
化し、大気汚染や水質汚染などの国内環境問題も世界各地で発生している。中国などの新
興国は経済成長を進めているが、その結果、より多くの資源を利用している 5）。その一方で、
後発発展途上国では飢餓や貧困から抜け出せないまま、砂漠化や気候変動などの地球環境
問題の影響も受けつつある。このため、現在求められている発展は、これまでの資源収奪
型や環境破壊型ではない持続可能な発展である。このような背景のもと、リオ＋ 20 では、
持続可能な発展および貧困撲滅の文脈におけるグリーン経済と、持続可能な発展のための
制度的枠組みの二つが主要テーマとなった。そこでは、21 世紀型の発展モデルとも言え
るグリーン経済をどのように方向付けるか、また各国・各ステークホルダーから期待され
つつあるものの、期待通りには機能していない環境・開発ガバナンスをどのように強化す
るのか、という点が注目された。
　本稿では、このような問題関心のもと、リオ＋ 20 での合意内容とともに、いかにして
そのような合意に至ったのかを詳細に検討した上で、地球環境ガバナンスがどのように進
展したのか検討することとしたい。まず、第 1 回準備会合から成果文書のゼロドラフト発
表、成果文書交渉を経て、最終合意に至るまでの一連のプロセスにおいて、交渉がいかに
進展したのか、事例分析を行う。続いて、成果文書のゼロドラフトから合意に至る間に、
リオ＋ 20 で設定された二つのテーマの一つであるグリーン経済の内容と位置づけに関し、
どのような変化があったのか検討し、地球環境ガバナンスの進展という観点から分析を行
うこととする。
　筆者 2 名のうち、小野田は第 2 回準備委員会と第 1 回成果文書交渉会合からリオ＋ 20
本会合までの全ての会合に参加した。また、沖村はブラジルで開催された第 3 回準備委員
会と本会合に参加した。そこで、事例分析に当たっては、事務局や関連する国連機関によ
る各種資料、各国政府およびメジャーグループ 6）によるスピーチ原稿やインプット、リオ
＋ 20 国内準備委員会の資料、日本政府と国内外のメジャーグループとの意見交換会の資
料、国内外のメジャーグループが発信した声明・レポートなどの公開資料に加え、参加し
た会議を通じて収集した交渉途中のテキストや、筆者自身による会合の参加記録や、イン
フォーマルな場での意見交換から得られた知見などを用いた。
　本稿の構成は以下の通りである。まず、第２章と第３章でリオ＋ 20 の交渉プロセスに
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関する事例分析と、リオ＋ 20 の成果の整理を行う。交渉プロセスの分析にあたっては、
2012 年 1 月に公開された成果文書のゼロドラフト（以下、ゼロドラフトと略記）の発表
までと、2012 年 6 月の成果文書の採択までの二つの時期に分けて検討を行う。続いて、
第 4 章で地球環境ガバナンスに関するこれまでの知見を整理した上で、第 5 章で、交渉テー
マであったグリーン経済と地球環境ガバナンスの関連に関する分析を行う。その上で、最
終的な知見の整理を行う。

２．交渉経緯
　⑴ ゼロドラフト発表までの交渉経緯
　リオ＋ 20 の開催は、2007 年 9 月の第 62 回国連総会において、ブラジル政府が地球サミッ
トから 20 年を機に同会議のフォローアップ会合をリオ・デ・ジャネイロで開催すること
を提案し、2009 年 12 月の第 64 回国連総会において、国連決議 64/236 が採択されたこと
を受け、正式に決定された。この国連決議 64/236 では、リオ＋ 20 の目的として、持続可
能な発展に関する新たな政治的コミットメントを確保すること、持続可能な発展に関する
主要なサミットの成果の実施における現在までの進展および残されたギャップを評価する
こと、新しいまたは出現しつつある課題に対応することが定められた。また、会議のテー
マとして、「持続可能な発展および貧困撲滅の文脈におけるグリーン経済」と「持続可能
な発展のための制度的枠組み」の二つを設定し、会議の成果として「焦点を絞った政治的
文書」を策定することが記載された 7）。
　リオ＋ 20 プロセスの初めての公式会合である第 1 回準備委員会は、2010 年 5 月 17 ～
19 日に開催された。この会合では、2 名の共同議長を含む計 10 名のビューローメンバー
の選出が行われた。また、持続可能な発展に関わる主要会議の成果の実施に関する進捗評
価およびリオ＋ 20 の二つのテーマを分析する事務総長レポートが事務局から提示・解説
され 8）、本レポートに対する各国意見が述べられた。さらに、準備プロセスと会合の手続
き規則に関する議論を行う二つのコンタクトグループが設置され、加盟国・関連する国連
組織・ステークホルダーに対するアンケート調査の実施（提出期限：10 月 31 日）や、追
加的な非公式会合の開催などが決定された 9）。
　2011 年 1 月 10・11 日に開催された第 1 回非公式会合と、3 月 7・8 日に開催された第 2
回準備委員会では、リオ＋ 20 の目的とテーマに関し記載した事務総長レポートと、アン
ケート調査結果をまとめた統合レポートに基づき、意見交換が行われた。なお、アンケー
ト調査は、1 月 18 日までに合計で 108 件の回答が得られ、その内訳は、加盟国から 49 件（内、
先進国・EU が 24 件、発展途上国・新興国が 25 件）、メジャーグループから 32 件、国連
組織から 27 件であった 10）。
　第 2 回準備委員会においては、ゼロドラフトを準備するためのプロセスについての決定
がなされた。その内容は、全ての加盟国・関連する国連機関およびステークホルダーに対
し 2011 年 11 月 1 日までに書面でインプット・提案を行うことを奨励、ビューローに対し
2011 年 12 月の第 2 回非公式会合にてそれらのインプット・提案のとりまとめ文書を加盟
国および他のステークホルダーに提示することを要請、共同議長に対し遅くとも 2012 年
1 月上旬までに成果文書のゼロドラフトを発表することを要請などである 11）。そして第 2
回準備委員会から約 1 週間後の 2011 年 3 月 14 日に、インプットに関する共同議長による
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手引きが発表された。求められるインプットは、一般的内容として、リオ＋ 20 の成果と
して期待すること、グリーン経済ロードマップ、持続可能な発展目標（SDGs）などといっ
た既存の提案に対するコメント、実施上のギャップを埋めるための方法のほか、特定要素
として、会議の目的、グリーン経済、制度的枠組み、二つのテーマ洗練のための提案、と
された 12）。
　ゼロドラフトへのインプットの手引き発表後は、複数のサブ地域（sub-regional）およ
び地域（regional）レベルでの地域準備会合が開催され、11 月 1 日のインプット提出締切
を経て、12 月 15・16 日に第 2 回非公式会合が開催された。提出されたインプットは、合
計 677 件で、全てを足し合わせると 6,000 頁にもなるという。そのうち 493 件がメジャー
グループによるもの、100 件が政府によるもの、5 件が EU や G77/ 中国などの政治グルー
プによるもの、5 件が地域準備会合によるもの、74 件が国連組織・国際組織によるもので
あった 13）。第 2 回非公式会合では、インプットの統合レポートが示されるとともに、ゼロ
ドラフトの構成や含まれるべき内容について議論が行われ、それを踏まえて、ゼロドラフ
トは、2012 年 1 月 10 日に発表された 14）。なお、ここまでの経過をまとめたものが図表１
である。

図表１：2007 年から 2011 年 1 月までの交渉過程

出典：筆者作成

　⑵ ゼロドラフトの概要
　ゼロドラフトの内容は、合計五つの章からなる（図表２参照）。I 章は、序文であり、成

2007 〜 2010 年
2007 年 9 月 第 62 回国連総会：ブラジル政府が 2012 年にリオ＋ 20 を開催することを

提案
2009 年 12 月 第 64 回国連総会：国連決議 64/236 が採択され、リオ＋ 20 開催が正式決

定
2010 年 5 月
17 ～ 19 日

第 1 回準備委員会： 2010 年 10 月 31 日を提出期限とするアンケート調査
実施を決定

2011 年
1 月 10・11 日 第 1 回非公式会合
3 月 7・8 日 第 2 回準備委員会：ゼロドラフト作成に向け、加盟国・関連する国連機関・

ステークホルダーに対し、2011 年 11 月 1 日までにインプット・提案を奨励
3 月 14 日 共同議長によるインプットに関する手引きが発表
6・7 月 サブ地域（sub-regional）準備委員会（カリブ海諸国、大西洋・インド洋・

地中海・南シナ海島嶼国、太平洋島嶼国）
9 ～ 12 月 地域（regional）準備会合（ラテンアメリカ・カリブ海諸国、アラブ地域、

アジア・太平洋地域、アフリカ地域、欧州地域）
11 月 1 日 成果文書へのインプット提出締切

12 月 15・16 日 第 2 回非公式会合
2012 年

1 月 10 日 ゼロドラフト発表
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果文書が目指すビジョンなどが示されている。Ⅱ章は、過去の政治的コミットメントを確
認し、これまでの成果と残された課題を示し、地球サミットから 20 周年を迎えたフォロー
アップ会議としての位置づけを明確にしている。Ⅲ章は、主テーマの一つである持続可能
な発展および貧困撲滅の文脈におけるグリーン経済で、グリーン経済を持続可能な発展を
達成するための手段と位置づけている。Ⅳ章は、もう一つの主テーマである持続可能な発
展のための制度的枠組みで、持続可能な発展を推進するために、地方、国、地域、国際レ
ベルのガバナンス強化が必要だとしている。最後のⅤ章では、行動とフォローアップの枠
組みとして、イシューごとの議論をまとめている。

図表２：ゼロドラフトの章立て（< > 内はパラグラフ番号）

出典：“Zero draft” をもとに筆者作成

Ⅰ . 序文 / 舞台設定
　　ビジョン <1-5>
Ⅱ . 政治的コミットメントの更新
　　A. リオ原則と過去の行動計画の再確認 <6-9>
　　B. 持続可能な発展に関する主要サミットの成果の実施におけるこれまでの前進と残さ

れたギャップの評価並びに新たな課題（統合、実施、一貫性）への対応 <10-16>
　　C. メジャーグループの関与 <17-21>
　　D. 行動のための枠組み <22-24>
Ⅲ . 持続可能な発展および貧困撲滅の文脈におけるグリーン経済
　　A. グリーン経済、課題と機会の文脈の構成 <25-31>
　　B. ツールキットと経験の共有 <32-36>
　　C. 行動の枠組み <37-43>
Ⅳ . 持続可能な発展のため制度的枠組み
　　A. 3 つの柱の強化 / 改革 / 統合 <44>
　　B. 国連総会 (GA)、社会経済理事会 (ECOSOC)、持続可能な開発委員会 (CSD)、
　　　 持続可能な開発理事会 (SDC) に関する提案 <45-49>
　　C. 国連環境計画 (UNEP)、環境に関する専門機関の提案、国際金融機関 (IFI)、
　　　 国レベルの国連の運営 <50-58>
　　D. 地域、国、地方 <59-62>
Ⅴ . 行動とフォローアップのための枠組み
　　A. 優先順位 / 重要 / テーマ / 分野横断的課題及び分野（詳細下記参照） <63-104>
　　B. 進展の加速と測定（SDGs、GDP、ほか） <105-111>
　　C. 実施手段（資金、技術へのアクセスと移転、能力開発） <112-128>

注）ゼロドラフトのⅤ．A で記載された分野
食料安全保障　/　水　/　エネルギー　/　都市　/　グリーン雇用・社会参加　/　
海洋・小島嶼発展途上国（SIDS）　/　自然災害　/　気候変動　/　森林および生物
多様性　/　土地劣化・砂漠化　/　山岳　/　化学物質および廃棄物　/　持続可能
な消費と生産　/　教育　/　ジェンダーの平等
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　⑶ 成果文書採択までの交渉経緯
　ゼロドラフト発表以降の成果文書交渉は、1 月 25 ～ 27 日の 3 日間、3 月 19 ～ 27 日の
7 日間、4 月 23 日～ 5 月 4 日の 10 日間、5 月 29 日～ 6 月 2 日の 5 日間、6 月 13 ～ 15 日
の 3 日間、6 月 16 ～ 19 日の 4 日間の合計 31 日間で行われた。これらの期間中の多くで、
交渉は朝 10 時～夜 10 時ごろまで（1 回 3 時間の交渉 3 セッション＋各種サイドイベント
など）精力的に行われた。
　成果文書の具体的交渉を開始するにあたり、各国・関連する国連機関・ステークホル
ダーは、1 月 23 日までにゼロドラフトのⅠ・Ⅱ章についての、2 月 17 日までにⅢ～Ⅴ章
の修正提案を提出することを求められた。Ⅰ・Ⅱ章修正提案の締切直後の 25 ～ 27 日に開
催されたゼロドラフト検討会合では、初めの 1 日半でゼロドラフト全体に対するコメント
と、残りの 1 日半でⅠ・Ⅱ章の交渉が行われた。各国コメントでは、ゼロドラフトを交渉
の基礎として用いることに概ね合意が得られたという。後半のⅠ・Ⅱ章部分の交渉につい
ては、同会合に出席した外務省担当者によれば、修正提案の締切から日が浅かったことか
ら、「十分な議論が行える状況でなかった」とのことである 15）。したがって、本格的な成
果文書交渉が行われたのは、3 月 19 ～ 27 日に開催された第 1 回成果文書交渉会合および
第 3 回非公式会合からとなる。それ以降の交渉の多くは、テキストをスクリーンに映し、
そこに各国が発言した修正案を直接書き込んでいく形で進められた 16）。各回の会合期間中、
メジャーグループに対しては、1 日毎に交渉の最新状況を反映した文書が国連経済社会局

（UNDESA）および各メジャーグループの幹事組織を通じ、会合参加者に限り配布された。
また、会合と会合の間に議長案が提示された場合は、直前の会合参加者に対して配布され
た。
　3 月の会合ではⅢ～Ⅴ章が交渉の対象とされた。会合参加者に対し事前に配布された各
国修正提案を反映した交渉文書は、全体で 157 頁にまで膨れ上がっていたため、19 日開
会時に共同議長から分量を減らしていくことが求められた。進行は、テキストに記載され
た他国の修正提案に対するコメントや支持・不支持の表明、さらなる修正案の提示などを
各国が発言し、それを事務局が文書に書き込んでいく形で進められた。なお、ステークホ
ルダーおよび国連機関からの修正提案はこの文書の中に含まれておらず、交渉中の発言権
も与えられなかったことから、特にメジャーグループから参加のあり方に関し不満の声が
多く聞かれた 17）。進捗状況としては、第 1 回成果文書交渉会合の最終日となる 23 日にⅤ
章までを一通り読み終え、26・27 日は G77/ 中国による各国からのコメントの応答（を数
時間で行うよう共同議長から促されたのが、実質的にはパラグラフ毎に G77/ 中国の主張
の繰り返し）に 1 日半費やされた後、2 周目のⅢ章途中を読んでいる所で閉会となった。
開会時の共同議長の要請に反し、閉会時の文書は 204 頁となった。
　この 204 ページの文書に、各国の異なるポジションや提案のギャップを埋めることを目
的に作成された共同議長テキストが追加挿入され、273.5 頁となった新たな文書が 4 月 19
日に配布された。したがってこの新たな文書には、ゼロドラフトのオリジナルのテキスト、
ゼロドラフトに各国修正案を記載したテキスト、共同議長テキストが混在していた。
　第 2 回成果文書交渉会合は、それから 4 日後の 4 月 23 日～ 5 月 4 日に開催された。こ
の会合はリオ＋ 20 プロセス全体における最長の会合で、かつ、ブラジルでの会合に向け
た最後の準備会合という位置づけであった。交渉の進展スピードを上げるため、開催にあ
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たり共同議長から、Ⅲ・Ⅴ章のワーキンググループ 1 と、Ⅰ・Ⅱ・Ⅳ章のワーキンググ
ループ 2 が並行して交渉を行うことと、共同議長テキストに集中して交渉を行うことが要
請された。その結果、当初 273.5 頁であった文書は、1 週目の終わりには 156 頁となった。
共同議長はさらなる削減と合意部分を確定していくため、2 週目には折衷的な文言を用い
た新たな共同議長テキストをパラグラフ毎に会場のスクリーン上で提示し、それを基礎に
交渉を継続するよう各国に求めた。しかしながら、各国は事前に新共同議長テキストを読
むことができず、別の箇所でどのような内容・文言のテキストが新共同議長テキストとし
て提示されるか分からないまま発言を求められたため、交渉スピードが格段に遅くなった
感があった。最終的には、文書は 171 頁となり、421 パラグラフのうちの 21 パラグラフ
が合意に至ったが、そこにはゼロドラフトのオリジナルのテキストとゼロドラフト・共同
議長テキスト・新共同議長テキストに各国提案を挿入したテキストの合計 4 種類のテキス
トが混在することとなった。閉会時においては、本会合での成果文書採択には程遠いこと
を受け、5 月 29 日～ 6 月 2 日に追加的に 1 週間の交渉を行うことが伝えられるとともに、
リオ＋ 20 事務局長を務める Sha Zukang 氏から、リオでの第 3 回準備委員会には、90％
以上の合意がなされた上で臨みたいとの発言がなされた。
　ニューヨークでの最後の交渉機会となった第 3 回成果文書交渉会合は、5 月 22 日に配
布された約 80 ページ、290 パラグラフ（内、合意は 17 パラグラフ）の議長提案文書 18）に
基づき行われた。この新たな文書での大きな変更点は、前回会合までの G77/ 中国の要望
を受ける形で、Ⅴ章を分割し、それまでⅤ章に含まれていた実施手法をⅥ章に移したこと
である。交渉は、初めの 3 日間は、Ⅴ・Ⅵ章を担当するワーキンググループ 1 とⅠ～Ⅳ章
を担当するワーキンググループ 2 の二つのグループで交渉が行われた。残りの 2 日間は、
二つのワーキンググループの下に、さらにテーマごとの複数の小グループ（ワーキンググ
ループ 1 の下には、例えば、持続可能な消費と生産、化学物質と廃棄物、水などの 19 グルー
プ、ワーキンググループ 2 の下には章ごとの 4 グループ）が設置され、事務局が割り当て
たタイムテーブルに従い、議長に指名された各国交渉官が小グループの進行を務める形で
交渉が進められた。最終日の会合閉会時において、文書の分量自体は約 80 頁で開会時と
ほぼ変化がなかったが、パラグラフで見ると、全体で259の内の70パラグラフが合意に至っ
た。また、合意の内訳を見ると、文書のⅠ・Ⅱ章や、災害について議論する小グループな
どでは章あるいはセクション単位で合意に近づきつつあったが、グリーン経済を扱うⅢ章、
制度的枠組みを扱うⅣ章、および海洋、SDGs、資金、技術移転、貿易といった個別テー
マでは、意見の隔たりが大きく合意の兆しが見えないまま、リオ・デ・ジャネイロでの交
渉へと持ち越されることとなった。
　リオ＋ 20 本会合の直前の 6 月 13 ～ 15 日にリオ・デ・ジャネイロで開催された第 3 回
準備委員会では、前回のニューヨーク会合で用いられた文書を継続し、引き続き小グルー
プによる交渉が行われた。ワーキンググループ 1 は、Ⅴ章 A の持続可能な消費と生産・水・
気候変動や、災害・雇用など特定テーマに関する七つの小グループと、Ⅴ章 B の SDGs、
およびⅥ章の実施手段を対象とする小グループの合計 8 グループで構成された。ワーキン
ググループ 2 の小グループは文書のⅠ・Ⅱ章、Ⅲ章、Ⅳ章を対象とする 3 グループで構成
された。交渉自体は、ワーキンググループ 1 の八つのうちの 3 グループとワーキンググルー
プ 2 の 3 グループの合計 6 グループが並行する形で進行した。各グループにより、進行方
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法や進捗具合、テキストのアップデートの頻度は異なった。また、毎日 20 ～ 22 時頃に各
ワーキンググループが全体会合を開いて、小グループの報告機会が設けられた。15 日の
準備会合閉会時には、116 パラグラフが合意されたが、199 パラグラフがまだ未合意のま
ま残されていた。
　翌 16 日からは本会合直前の非公式協議という位置づけで、ホスト国であるブラジル政
府が進行を引き継ぎ、これまでの交渉を踏まえたブラジル政府による文書案が提示され
た。16 日は各国の文書の理解・対応方針の協議に時間が費やされ、実質的な交渉が再開
されたのは 17 日からであった。この非公式協議では、特に意見対立が大きいと思われる
テーマである、Ⅰ・Ⅱ章、グリーン経済、制度的枠組み、海洋、SDGs、実施手段に絞り、
各国が譲れない部分、即ち red line についてのみの協議が行われた。進行はこれまでの交
渉とは異なり、議長が各国同士での協議を促し、そこで意見集約を図り、報告するという
試みが行われた。また、これらの交渉の裏では、例えばエネルギー等について、少数の国
による自主的な協議が行われた。そして 19 日朝、議長国ブラジルによる再提案が示され、
その修正協議の機会が設けられないまま、12 時過ぎからの全体会議にて同文書はリオ＋
20 成果文書として仮採択された。その後の本会合において、さらなる交渉が行われるこ
となく仮採択されたブラジル再提案の文書は、正式に採択されるに至った。なお、2012
年 1 月から本会合までの経過をまとめたものが図表 3 である。

図表３：2012 年 1 月からの交渉経過
2012 年

1 月 10 日 ゼロドラフト発表：1/23 までにⅠ・Ⅱ章、2/17 までにⅢ・Ⅳ・Ⅴ章の修
正提案を受付

文章量：Ⅰ章 0.5 頁、Ⅱ章 2.5 頁、Ⅲ章 3 頁、Ⅳ章 3 頁、Ⅴ章 6.5 ＋ 2.5 頁、計 17 頁

1 月 25
　～ 27 日

ゼロドラフト検討会合：ゼロドラフトに対する各国のコメント、Ⅰ・Ⅱ章
の意見交換

文章量：各国の修正提案により、Ⅰ・Ⅱ章は 31 頁に増大

3 月 15 日 ゼロドラフトに各国修正提案を反映した文書の配布
文章量：Ⅰ章 3.9 頁、Ⅱ章 19.5 頁、Ⅲ章 22.5 頁、Ⅳ章 20.6 頁、Ⅴ章 78.8 ＋ 11.7 頁、
計 157 頁

3月19～23日、
26・27 日

第 1 回成果文書交渉会合＆第 3 回非公式会合：Ⅲ～Ⅴ章を全体で交渉
文章量：終了時点で、Ⅰ章 5 頁、Ⅱ章 22.5 頁、Ⅲ章 29 頁、Ⅳ章 27 頁、Ⅴ章 101.9
＋ 18.6 頁、計 204 頁

4 月 19 日 共同議長テキストを追記した文書の配布
文章量：Ⅰ章 7 頁、Ⅱ章 31 頁、Ⅲ章 37.2 頁、Ⅳ章 31 頁、Ⅴ章 140.2 ＋ 27.1 頁、計
273.5 頁

4 月 23 日
～ 5 月 4 日

第 2 回成果文書交渉会合：WG1（Ⅲ・Ⅴ章）・WG2（Ⅰ・Ⅱ・Ⅳ章）の 2 グルー
プで交渉し、2 週目に新共同議長テキストがパラグラフ毎に追加挿入

文章量：終了時点で、Ⅰ章 8 頁、Ⅱ章 21 頁、Ⅲ章 15 頁、Ⅳ章 26 頁、Ⅴ章 77 ＋ 24 頁、
計 171 頁
合意されたパラグラフ数が総パラグラフ数に占める比率：21/422
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注）表中の交渉途中のテキストの配布日は、メジャーグループに対して配布された日であ
り、加盟国政府や国連機関への配布日とは異なる可能性もある。また、頁数のカウン
トは章ごとに行ったため、表紙等を含む実際の文書の頁数とは異なる場合もある。

出典：筆者作成

３．リオ＋ 20 の結果
　⑴成果文書の概要
　成果文書の内容は、合計六つの章からなる（図表４参照）。ゼロドラフトの構成と比べ
ると、I 章からⅤ章までの構成に大きな変化はないが、実施手段をまとめたⅥ章が新たに
追加されている。内容の詳細は次章に譲るが、各国および各ステークホルダーからのイン
プットを受け、多くの章で内容が拡大し、イシューごとの議論をまとめたⅤ章で対象分野
とされた問題群は、ゼロドラフトと比べて大幅に増えていることが分かる。

5 月 22 日 議長提案文書の配布：これまでのⅤ章がⅤ章とⅥ章に分割
文章量：Ⅰ章 2.3 頁、Ⅱ章 8.7 頁、Ⅲ章 5.5 頁、Ⅳ章 11 頁、Ⅴ章 40.5 頁、Ⅵ章 11 頁、
計 79 頁
合意されたパラグラフ数が各章、および総パラグラフ数に占める比率：Ⅰ章 2/12、
Ⅱ章 7/37、Ⅲ章 0/18、Ⅳ章 6/30、Ⅴ章 4/155、Ⅵ章 0/41、計 17/293

5 月 29 日
　～ 6 月 2 日

第 3 回成果文書交渉会合：5 月 29 ～ 31 日は WG1（Ⅴ・Ⅵ章）・WG2（Ⅰ
～Ⅳ章）の 2 グループで交渉、6 月 1・2 日はテーマ別小グループで交渉

文章量：終了時点で、Ⅰ章 2 頁、Ⅱ章 8.7 頁、Ⅲ章 6.8 頁、Ⅳ章 16 頁、Ⅴ章 36 頁、
Ⅵ章 10.7 頁、計 80.2 頁
合意されたパラグラフ数が各章、および総パラグラフ数に占める比率：Ⅰ章 6/7、
Ⅱ章 16/25、Ⅲ章 0/20、Ⅳ章 12/32、Ⅴ章 32/134、Ⅵ章 3/42、計 70/259

6 月 13
　～ 15 日

第 3 回準備委員会：テーマ別小グループで交渉
終了時点での合意されたパラグラフ数が総パラグラフ数に占める比率： 116/285

6 月 16
　～ 19 日

ホスト国による本会合直前の非公式協議：進行を引き継いだブラジル政府
が開始時点と 19 日に文書を発表し、後者は修正協議なく全体会議にて仮
採択

文章量（開始時点）：Ⅰ章 1.5 頁、Ⅱ章 6.5 頁、Ⅲ章 4 頁、Ⅳ章 7 頁、Ⅴ章 25.5 頁、
Ⅵ章 5 頁、計 49.5 頁
合意されたパラグラフ数が各章、および総パラグラフ数に占める比率：Ⅰ章 9/13、
Ⅱ章 17/40、Ⅲ章 6/20、Ⅳ章 13/30、Ⅴ章 66/151、Ⅵ章 4/33、計 115/287
文章量（採択文書）：Ⅰ章 1.6 頁、Ⅱ章 6.4 頁、Ⅲ章 3.5 頁、Ⅳ章 6.4 頁、Ⅴ章 25.3 頁、
Ⅵ章 5.3 頁、計 48.5 頁で、全 283 パラグラフで構成
このほか、公式日程としてテーマ別のダイアログが開催

6 月 20
　～ 22 日

リオ＋ 20 本会合：19 日に仮採択された 2 回目のブラジル政府案をそのま
ま正式採択

公式日程として、各国スピーチやラウンドテーブルなど実施
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図表４：成果文書 “The future we want” の章立て（< > 内はパラグラフ番号）

出典：“The future we want” を基に筆者作成

　成果文書の仮採択を受け、リオ＋ 20 事務局長の Sha Zukang 氏は成果のポイントとし
て以下の 13 点をあげた 19）。具体的には、① SDGs のプロセスに合意したこと（30 人の代
表からなる作業グループを第 67 回国連総会までに組織し、第 68 回国連総会に報告するこ

Ⅰ . 共通ビジョン <1-13>
Ⅱ . 政治的コミットメントの更新
　　A. リオ原則と過去の行動計画の再確認 <14-18>
　　B. 持続可能な発展に関する主要サミットの成果の実施におけるこれまでの前進およ

び残されたギャップの評価並びに新たな課題（統合、実施、一貫性）への対応 
<19-41>

　　C. メジャーグループおよびほかのステークホルダーの関与 <42-55>
Ⅲ . 持続可能な発展および貧困撲滅の文脈におけるグリーン経済 <56-74>
Ⅳ . 持続可能な発展のため制度的枠組み
　　Ａ . 持続可能な発展の三つの側面の強化 <75-76>
　　Ｂ . 持続可能な発展のための政府間組織の強化 <77-86>
　　Ｃ . 持続可能な発展の文脈における環境の柱 <87-90>
　　Ｄ . 国際金融機関および国連のオペレーショナルな活動 <91-96>
　　Ｅ . 地域、国家、準国家、地方 <97-103>
Ⅴ . 行動とフォローアップの枠組み
　　Ａ . テーマ別分野（詳細下記参照）と分野横断的事項 <104-244>
　　Ｂ . 持続可能な発展目標（SDGs）<245-251>
Ⅵ . 実施手段 
　　（前文 <252>）
　　Ａ . 資金 <253-268>
　　Ｂ . 科学技術 <269-276>
　　Ｃ . 能力開発 <277-280>
　　Ｄ . 貿易 <281-282>
　　Ｅ . コミットメントの更新 <283>

注）成果文書のⅤ．A で記載された分野
貧困の撲滅　/　食料安全保障、栄養、持続可能な農業　/　水と公衆衛生　/　エ
ネルギー　/　持続可能な観光　/　持続可能な交通　/　持続可能な都市と人間居
住　/　健康と人口　/　完全かつ生産的な雇用、すべての人のディーセント・ワー
クおよび社会的保護　/　海洋　/　小島嶼発展途上国（SIDS）　/　後発発展途上国

（LDCs）　/　内陸後発発展途上国（LLDCs）　/　アフリカ　/　地域における取組み
　/　防災　/　気候変動　/　森林　/　生物多様性　/　砂漠化、土地劣化、干ばつ
　/　山岳　/　化学物質と廃棄物　/　持続可能な消費と生産　/　鉱業　/　教育　
/　ジェンダーの平等と女性のエンパワーメント
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ととなった）、②グリーン経済を持続可能な発展の達成に向けた重要なツールと位置づけ
たこと、③ハイレベル政治フォーラムを設置したこと（第 68 回国連総会までに第 1 回を
開催することとされた）、④ UNEP の強化に合意したこと（具体的内容は第 67 回国連総
会で決議を採択することとされた）、⑤民間セクターの関与とパートナーシップを高める
ことに合意したこと、⑥民間セクターの持続可能性レポートを奨励したこと、⑦特に資金
と技術に関わる実施手法を前進させたこと、⑧共通だが差異ある責任を含め、1992 年の
リオ会合とアジェンダ 21 からの過去の全ての原則を再確認したこと、⑨持続可能な発展
と「我々の求める未来」に対する政治的コミットメントを再確認したこと、⑩持続可能な
消費と生産に関する 10 年枠組みを採択したこと、⑪エネルギー、海洋、ほかの多くの課
題を含め、分野別および分野横断的課題を大きく前進させたこと、⑫自主的コミットメン
トの重要性を認識し、登録を呼びかけたこと、⑬市民社会とメジャーグループの役割がか
つてないほど強調されたこと、である。
　日本政府はこのほか、国連総会の下での「持続可能なファイナンシング戦略」に関する
選択肢を提案する政府間交渉プロセスの立ち上げや、環境配慮型技術の開発・移転等を促
進するメカニズムの選択肢を特定するよう関連する国連機関に対し要請、といった合意も
成果として紹介している 20）。

　⑵ 成果文書の課題
　市民社会からは、会議終了後、成果文書は“The future we don't want”だと厳しい批
判が示された。というのも、今回のリオ＋ 20 は、国連環境機構の設立やグリーン経済と
いう概念を世界に広めるきっかけとして注目を集めたが、成果文書での合意全体に共通す
る課題として、合意された内容はプロセスに関するものが多く、実質的行動に直結するよ
うな決定はほとんど先送りされたからである。市民社会が期待していた、革新的資金メカ
ニズムや SDGs の対象は、将来の交渉に先送りされ、成果文書に盛り込むことは見送られ
た。気候変動、生物多様性のみならず、貿易、海洋などを含め、ほかのアリーナで議論さ
れているイシューは、踏み込んだ合意がなされることはなかった。経済・金融危機の経験
から、経済・金融システムの変革の必要性が発展途上国から出されていたが、その中心的
当事者である先進国から積極的な意見が聞かれず、それを変革する契機に位置づけられな
かった。
　そのほかにも、市民社会からは、グリーン経済や持続可能な発展に反する分野・テーマ
である、戦争・紛争、軍事費削減といった課題は取り上げられていないことや、エネル
ギーに関しても、事故時に破滅的な環境影響を及ぼす可能性のある原子力発電は触れられ
なかったことについて、不満の声が聞かれた。
　このように、環境問題や開発問題という市民社会や国際社会が注目しているテーマにつ
いて、20 年に一度の会合として、環境と開発の問題に対する我ら共有の未来像を示す絶
好の機会で、最低限の合意しかまとまらなかった点で、絶好のモメンタムを逃したと言え
よう 21）。
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４．グリーン経済と地球環境ガバナンス
　⑴ 時代背景
　1992 年に開催された地球サミットでは、気候変動枠組条約と生物多様性条約が署名開
放された。その後も、砂漠化対処条約（1994 年採択）、京都議定書（1997 年採択）、特定
有害化学物質と殺虫剤の国際取引における事前通知・承認の手続きに関するロッテルダム
条約（1998 年採択）、バイオセーフティーに関するカルタヘナ議定書（2000 年採択）、残
留性有機汚染物質（POPs）に関するストックホルム条約（2001 年採択）など、数多くの
多国間環境条約や議定書が形成された。そこで問題になったのが、多国間環境条約間の関
係や、多国間環境条約と他の多国間条約（例えば、貿易に関する条約）との関係である。
具体的には、条約間の重複を避けることや、整合性をとることが課題となった 22）。また、
複数の多国間環境条約で発展途上国支援などが重複して存在していることや、締約国会議
開催に関する多国間環境条約間での日程調整などの問題も、実務的には課題となっている。
そこで、これらの多国間環境条約を束ねる国際制度や国際組織の必要性も指摘されている
23）。
　地球サミットでは、持続可能な開発委員会の設立が合意された。2002 年まで毎年市民
社会と各国政府が参加し開催された持続可能な開発委員会の会合では、様々な政策課題が
提起され、各国の環境・開発政策を共有する上では役立ったものの、強制力のある国際協
定をまとめることはなかった。この時期には、1993 年に国連世界人権会議が、1994 年に
は国際人口開発会議が、1995 年には、世界社会開発サミットが開催され、各問題領域で
議論が進んだ。さらに 2000 年には、第 55 回国連総会が国連ミレニアムサミットと位置付
けられ、ミレニアム宣言と、ミレニアム開発目標（MDGs）に合意した。このように各争
点領域の会議が継続して開催される中で、持続可能な開発委員会の相対的な注目度は低下
していた。そこで、国際的な環境ガバナンスをどのように制度的に担保するのかといった
観点から、制度的枠組みの強化という論点が注目されるようになっていった。
　リオ＋ 20 では、二つのテーマの一つが持続可能な発展のための制度的枠組みとされ、
地球環境ガバナンスの強化に向けた検討が行われた。地球環境に関する国際制度の設立に
ついては、地球サミットの頃から議論されており、今回の議論もその延長線上に位置づけ
る必要がある。紙幅の関係上、本稿はこのテーマについての分析は最小限とし、もう一つ
のテーマであるグリーン経済と地球環境ガバナンスの関係を中心に検討することとしたい
24）。
　また、地球サミットが開催された 1992 年は、冷戦の終結に伴い、新たな国際的なイシュー
として、南北問題や地球環境問題が注目されていた時期であった。そのような状況下で開
催された地球サミットは、環境と開発の関連性が各国に共有され、解決の方向性としての
持続可能な発展という概念が各国と各参加アクターに認識された。さらに、地球サミット
では、行動計画としてのアジェンダ 21 を作成し、各国での環境・開発政策の実践が促さ
れることとなった。
　しかし、持続可能な発展は、環境面、経済面、社会面の三つの側面がある。環境面は、
一般に自然や自然資源の保護・保全という価値が、経済面は、世代間の公平性という価値が、
そして社会面では、世代内の公平性という価値が強調される 25）。とはいえ、これらは最大
公約数的な考え方であり、それぞれの側面の具体的な内容には、解釈の余地があった。そ
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の上、三つの側面は相互に結びついており、一つの側面のみを考慮し他の側面を無視した
場合、持続不可能な結果を招く可能性も指摘されている 26）。そのため、各国の政策や実践
は、その対象、取組み方、進展にもそれぞれ違いが存在した。特に先進国では、欧州地域
に見られる各種議定書による越境大気汚染問題対策や、京都議定書の成立と発効に伴う二
酸化炭素排出抑制対策が進み、議定書という形での国際法に基づく国内対策が進んだ。こ
れに対し発展途上国では、越境環境問題や地球環境問題よりも、国内の大気汚染や水質汚
染問題への取組みが優先され、その多くは国内法に基づき対策が実践された。
　その一方で、1990 年代後半から 2000 年代にかけて、中国、インドなどの国々は新興国
と呼ばれるほど発展途上国の一部で高度経済成長が進み、資源利用が拡大していった。そ
のため、先進国においても、脱化石燃料という観点から、発展途上国においても、多資源
利用型経済成長からの脱却が課題となってきた。
　このような状況のもと、2007 年には原油価格高騰が生じ、資源危機の問題に各国が直
面することになった。これに対応し、国連環境計画（UNEP）は 2008 年 10 月からグリー
ン経済イニシアティブを開始した。UNEP の暫定的な定義によると、グリーン経済は「人
類の福利と社会的衡平を増進し、同時に環境リスクや生態学的欠乏を大幅に減少するよう
な結果をもたらすもの」である 27）。具体的には、低炭素、資源効率的、社会包摂的な経済
などを指す。また、2008 年の米国大統領選で勝利したオバマ大統領は、就任後グリーン・
ニューディール政策を実施した 28）。このように、20 世紀の環境収奪型経済（ブラウン経済）
と対比されたグリーン経済は、21 世紀のあるべき経済の姿とされ、世界各地で多様な実
践が行われるようになった。それらの取組みは、政府が行っているものもあれば、企業や
NGO といった非国家アクターが行っているものも存在する。特に、地球サミット以降の
環境問題に対する先進国の国民意識の向上に伴い、企業はグリーン経済を実践する最前線
の役割を果たしている 29）。

　⑵ 地球環境ガバナンス
　前節で触れた多国間環境条約のような国際制度を、国際関係論では国際レジームととら
えている。レジームについて最も有名な定義は、クラスナーによる「国際関係のある与え
られた領域において、アクターの期待が収斂する、明示的あるいは暗黙の原理、規範、ルー
ル、意志決定の手続きのセット」というものである 30）。これに対し、レジームを包摂する
ような概念が、グローバル・ガバナンスである。グローバル・ガバナンスも様々な定義が
あるが、ここでは二つの定義を紹介したい 31）。ヤングは国際ガバナンス・システムを分析
する際に、ガバナンス・システムを「ある明確な社会グループのメンバーにとって、共通
の関心事であることに対し、集合的な選択を専門的に行う制度」と定義し、レジームは「ガ
バナンス・システムのうち、ある一つの問題領域か特定の問題領域を扱うもの」と位置づ
けている 32）。ここからわかることは、ガバナンス・システムはレジームを包摂する概念で
あるということである。前節で述べた制度的枠組みの強化を目指した多国間環境条約を束
ねる国際制度は、典型的な地球環境ガバナンス・システムと言えよう。
　もう一つの定義が、グローバル・ガバナンス委員会がまとめた次のようなものである。「ガ
バナンスは、公的であれ私的であれ、個人や制度が彼らの共通の事項を管理する多くの方
法の全体である。それは対立するあるいは多様な利益を調整し、協力的な行為がとられる
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継続的なプロセスである。それは、遵守を強制することを付与された公的な制度やレジー
ムを含むとともに、人々や制度が合意したか、彼らの共通の利益となると考えた非公式な
取り決めも含む」33）。この定義によると、公的レジームのほかに非公式な取り決めもガバ
ナンスの対象としている。さらに、個人の認識や役割も強調されている。したがって、前
節で述べた、非国家アクターによるグリーン経済の取組みは、この定義に基づくとグロー
バル・ガバナンスと言えよう。
　制度的枠組みの強化については、地球環境ガバナンス・システムの強化が必要とされて
おり、リオ＋ 20 プロセスでも議論された。そこでは、制度的枠組みの強化の必要性と切
迫性について、各国の認識に違いが見られた。しかし、それ以上に違いが見られたのは、
強化された制度がどのような役割を果たすかという点である。EU を中心とする先進国は、
UNEP を強化して、国連環境機構（UNEO）の設立を視野に入れた議論を求めていたのに
対し、発展途上国からは消極的な声が聞かれた。その理由は、発展途上国にとっては、資
金援助の拡大、開発の仕組みの強化が実施されるような開発問題における制度強化が進ま
ない中で、環境問題のみの制度強化が進んだ場合、開発問題が取り残されることを懸念し
ていたことがあげられる。また、MDGs のように、主に開発に焦点を当てた国際的な目
標に加え、環境の視点も加えた SDGs の設定を求める国やアクターもあったが、今回の会
議では、具体的な内容に対して、踏み込んだ合意は得られず、先送りされた。とはいえ、
SDGs が今後設定されれば、条約や議定書のような法的拘束力を持つ強固なレジームには
ならないとしても、「対立するあるいは多様な利益を調整し、協力的な行為がとられる継
続的なプロセス」として「人々や制度が合意したか、彼らの共通の利益となると考えた非
公式な取り決め」になりうる。つまり、地球環境ガバナンスの形成に大いに役立つと期待
されているのである。
　さらに、グリーン経済の強化については、各国や企業が中心となって、すでに多様な実
践が行われている。リオ＋ 20 での議論を通じて、グリーン経済を後押しするような仕組
みができることによって、民間参加者の拡大が見込まれるため、より広範な地球環境ガバ
ナンスの実施が期待された。そこで、次章以降は、リオ＋ 20 におけるグリーン経済の議
論について、主にゼロドラフトと成果文書における表現の変遷に着目しながら検討するこ
とにしたい。

５．交渉過程でのグリーン経済の議論
　本節では、必要に応じ交渉での各国発言を確認しながら、ゼロドラフトと成果文書にお
けるグリーン経済の記述を個別の論点ごとに比較していくこととする。その際には、グリー
ン経済を扱うⅢ章のみを対象とする。それ以外の章でもグリーン経済に関連するパラグラ
フはあるが、交渉の進展に基づく合意内容の変化を追うことができないので、ここでは、
対象外とする。
　分析にあたっては、グリーン経済の位置づけ・寄与する分野、グリーン経済政策・措置
の特性、グリーン経済政策・措置の選択、各国のグリーン経済政策促進のためのプラット
フォーム、ツールボックス、各国によるグリーン経済政策・戦略の開発、グリーン経済に
関する発展途上国支援、グリーン経済ロードマップ、の七つの論点ごとに整理することと
する。
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　⑴ グリーン経済の位置づけ・寄与する分野
　ゼロドラフトでは、グリーン経済を、全般的な目標である持続可能な発展を達成するた
めの一つの手段とみなし 34）、優先事項としての、貧困撲滅、食料安全保障、健全な水管理、
現代的エネルギー・サービスへの普遍的アクセス、持続可能な都市、海洋管理、回復力改
善及び災害への準備並びに公衆衛生、人的資源開発および青少年のための雇用創出に資す
る持続的・包摂的かつ公平な成長といった分野に寄与するとしている 35）。
　交渉では、EU や韓国、日本などがグリーン経済を持続可能な発展の達成に必要不可欠
な、あるいは役立つツールであると位置づける一方、G77/ 中国は一つの手段でしかなく
発展への経路は自らが選択できるという主張をしていた。寄与すべき分野に関しては、先
進国と発展途上国双方から、女性のエンパワーメント、災害、生物多様性など様々な提案
が出された。
　成果文書では、グリーン経済を、持続可能な発展を達成するために実行できる重要なツー
ルと認識し、地球の生態系の健全な機能維持、貧困の撲滅、持続的な経済成長、社会的包
摂の強化、人間の幸福の改善、すべての人々に対する雇用機会およびディーセントワーク
の創出、MDGs を含む開発目標達成に寄与すべきとした 36）。

　⑵ グリーン経済政策・措置の特性
　ゼロドラフトでは、グリーン経済の政策・措置は、経済開発の環境持続可能性への統合
を改善する win-win の機会を提供するとしつつも 37）、グリーン経済への移行は発展途上国
の経済に追加的コストをもたらす可能性のある構造調整を伴うものと認識している 38）。国
際的取組みに関しては、新たな貿易障壁の設置、援助・資金供給に関する新たな条件賦課、
先進国に対する発展途上国の技術ギャップ拡大・技術依存悪化、政策余地の制限があって
はならないとされた 39）。
　交渉では、G77/ 中国は、小規模農家や漁業者への制限、貧困解消のための生産活動の
制限、食料主権への負の影響等を含めることを提案した。EU、アメリカ、カナダ、ニュー
ジーランドなどは政治文書にネガティブな文言を入れるべきでないとした。
　成果文書では、グリーン経済政策は以下の通りであるべきとされた。国際法との一致、
天然資源についての各国主権の尊重、持続的・包括的な経済成長の推進、ODA・資金に
関する不当な融資条件の回避、先進国に対する発展途上国の技術ギャップ縮小・技術依存
軽減、先住民族や少数民族・女性・子供・青少年・障害者・小自作農や自作農・漁業者及
び中小企業で働く人々の幸福の向上、貧困撲滅に寄与する非市場アプローチの保護・尊重、
貧困層と社会的弱者グループの生計およびエンパワーメントの改善、女性と男性両方の平
等な寄与の保証、発展途上国における貧困撲滅に寄与する生産活動の推進、社会的保護を
含む社会的包摂の推進、持続可能な消費及び生産パターンの推進、などである 40）。

　⑶ グリーン経済政策・措置の選択
　ゼロドラフトでは、各国が適切な選択を行うことを認識し 41）、政策の選択肢には、規制、
経済および財政手段、グリーン・インフラストラクチャーへの投資、財務上のインセンティ
ブ、補助金改革、持続可能な政府調達、情報開示および自主的パートナーシップが含まれ
るとしている 42）。
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　交渉では、EU およびノルウェーが、環境税・規制・排出量取引などによる外部費用の
内部化、生態系サービスの価格措置制度、税財政改革などの奨励を提案したが、他国から
の賛同はほとんど得られず、G77/ 中国はこれらの例示に反対していた。
　成果文書では、各国が、国の戦略・優先事項などに従いアプローチを選択可能とされた
が 43）、具体的な政策・措置については、国際的な合意の下での義務と一致した規制、自発
的行為及びその他を含む手段をミックスしたものと述べられたのみで 44）、経済・財政手段、
外部費用の内部化や税財政改革等の記載は見送られた。なお、補助金改革については、Ⅴ
章 A の海洋のセクションでの過剰漁獲などにつながる漁業補助金の廃止 45）、持続可能な
消費と生産セクションでの有害かつ非効率的な化石燃料補助金の段階的廃止 46）、Ⅵ章の貿
易セクションでの貿易歪曲的な補助金への対処 47）、が記載された。

　⑷ 各国のグリーン経済政策促進のためのプラットフォーム、ツールボックス
　ゼロドラフトでは、国連事務総長に対し、各国のグリーン経済政策の設計・実施促進の
ための国際的知識共有プラットフォームの創設を要請した。プラットフォームに含まれる
事項は、政策選択肢のメニュー、グッドプラクティスのツールボックス、進展を計測する
一連の指標、発展途上国を支援するテクニカル・サービス、技術および資金供給のディレ
クトリーなどが列挙された 48）。
　交渉では、韓国が国際的なプラットフォーム創設について積極的な立場をとり、アメリ
カ、オーストラリアなどは、既存のプラットフォームの強化を支持していた。
　成果文書では、国連システムに対し、以下の情報の整理・提供を要請した。支援提供に
最も適したパートナーのマッチング、グリーン経済政策を採用する上でのツールボックス
とベストプラクティス、グリーン経済の政策モデル・適例、グリーン経済政策を評価する
ための方法論、これらに寄与する既存のおよび新たなプラットフォームなどがその対象で
ある 49）。

　⑸ 各国によるグリーン経済政策・戦略の開発
　ゼロドラフトでは、全ての諸国が独自のグリーン経済戦略を策定することを奨励してい
た 50）。
　交渉では、スイスは戦略ではなく、2015 年までに国家行動計画の策定を宣言すること
を提案し、EU は戦略の策定のみならず、持続可能な発展戦略の中へグリーン経済措置を
統合することも認めるよう提案し、アメリカはグリーン経済戦略をより幅広い国家計画の
中へ統合するよう提案した。このほか、セルビアは国のグリーン経済戦略の枠組みを準備
するプロセスに既に入っている国々を歓迎するとの一文を提案し、G77/ 中国は、パラグ
ラフ全体の削除と、各国が国の優先順位や状況に従い、柔軟に政策や措置を採用すべきと
主張した。
　成果文書では、政府の政策および戦略の開発における指導的役割の重要性を強調すると
ともに、既にグリーン経済戦略および政策を準備するプロセスに入った各国の努力に注目
するとされた 51）。
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　⑹ グリーン経済に関する発展途上国支援
　ゼロドラフトでは、国連が他の関連する国際機関と協力して、発展途上国の要請に従い
グリーン経済開発を支援することを奨励している 52）。支援には、新たな追加的で大規模な
資金源の提供、革新的な金融手段に関する国際的プロセスの立上げ、環境に悪影響を及ぼ
し持続可能な発展とは相容れない補助金の段階的廃止と同時に貧困層・社会的弱者の保護
措置、グリーン技術に関する国際的共同研究の促進と発展途上国にとって手頃な価格での
技術へのアクセス、グリーン技術研究開発のための中核的研究拠点の創設、発展途上国の
科学者などによるローカルなグリーン技術の開発および伝統的知識活用の支援、利用可能
な資金へのアクセスを支援する能力開発スキームの創設が含まれる 53）。
　成果文書では、持続可能な発展に関与する国連地域委員会、国連組織・機構、ほかの関
連する政府間および地域組織、国際金融機関、メジャーグループが、発展途上国による持
続可能な発展達成のための要請の上で、とりわけグリーン経済政策を通じるなどして、発
展途上国を支援することを求めるとされた 54）。G77/ 中国は、交渉においてゼロドラフト
のⅢ章 C 全体を実施手段のセクションに統合するよう主張したため、ゼロドラフトのパ
ラグラフ 42 であげられた支援措置に関連する記述は、成果文書ではⅥ章に全て含まれる
こととなった。

　⑺ グリーン経済ロードマップ
　ゼロドラフトでは、グリーン経済の世界的な進展を測定するため、以下の指標的目標
およびスケジュールを含むロードマップを提案し、国連事務総長に第 67 回国連総会にて
報告書を提出するよう要請した。具体的な内容は、2012 － 2015 年に、実施評価指標およ
び尺度の創設、技術移転・ノウハウ共有・能力増強のためのメカニズムの創設、2015 －
2030 年に、実施と進展の定期的評価、そして 2030 年に、進展の総合評価といったロードマッ
プである 55）。
　EU、スイス、韓国が積極的であったのに対し、アメリカ、ニュージーランド、ロシア
などは具体的な時期を伴うロードマップに反対し、ロードマップの文言は交渉の途中段階
でテキストから消失した。その後の交渉で、EU はロードマップに代わる提案としてⅤ章
A の個別分野の箇所で、年限・達成目標などの具体的数値を含む文章を提案したが、賛成
意見はほとんど聞かれなかった。
　成果文書では、グリーン経済ロードマップや具体的スケジュール・目標に関する記述は
盛り込まれなかった。

　⑻ ゼロドラフトからの変化
　グリーン経済の位置づけに関しては、ゼロドラフトも成果文書も持続可能な発展の達成
に向けた手段・ツールであることを認めていた。しかしそれが寄与する分野は両者で異な
り、ゼロドラフトでは、エネルギー・水・食料といった分野があげられていたのが、成果
文書では持続可能な発展の三側面が押し出されることとなった。また、グリーン経済政策・
措置の特性においても、ゼロドラフトで経済開発の環境持続可能性への統合を進めていく
ものとされていたのが、成果文書ではエンパワーメントの改善、社会的包摂の推進といっ
た社会的要素が多く含まれるとともに、新たな貿易障壁や技術ギャップ拡大など国際的取
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組みに関するネガティブなトーンがポジティブなトーンへと変わったことが分かる。第 2
回準備委員会で提示された事務総長レポートで、グリーン経済を「一義的には環境と経済
の交差に焦点をおくもの」とし 56）、第 1 回準備委員会での事務総長レポートで、グリーン
経済の社会面に関するプラス影響を雇用面の記述に留める一方、マイナス影響として、開
発と社会の側面に不可逆的影響をもたらす可能性があることを指摘していたことを踏まえ
れば 57）、ゼロドラフト以降の交渉を経て、持続可能な発展の三側面に何らかの形で寄与す
るものはグリーン経済とみなされうるまでに概念が広がった。
　グリーン経済についてのⅢ章でのもう一つの大きな変化として、ゼロドラフトでは
A.B.C. の 3 セクション構成であったのが、成果文書では独立したセクションは設けられず、

「B. ツールキットおよび経験の共有」と「C. 行動の枠組み」に含まれていたパラグラフの
要素が、弱まった、消失した、あるいは別の章へと移動したことを指摘したい。要素が弱まっ
たものとしては、各国によるグリーン経済政策・戦略があげられ、ゼロドラフトで「全て
の国に策定を奨励」していたのが、成果文書では「各国の努力に注目」とだけされた。ま
た、「国連事務総長に創設を要請」とされたプラットフォームや、その中に含まれていたツー
ルボックス・進捗指標なども、「国連に情報整理・提供を要請する」という表現にとどまっ
た。消失したものとしては、経済・財政手段や補助金削減といったグリーン経済政策・措
置の具体例に関する記述と、世界のグリーン経済の指標的目標・スケジュールを含むロー
ドマップがある。別の章へと移行した要素は、発展途上国支援に関するもので、ゼロドラ
フトでⅤ章に含まれていた実施手段に統合する形で独立したⅥ章が設置された。
　Ⅲ章の中身とともに、量的な変化も確認したい。パラグラフ数は文書全体で 128 から
283 パラグラフへと増加したが、Ⅲ章はゼロドラフト・成果文書の両方ともに 19 パラグ
ラフで増減がなかった。また、頁数でみると、17 頁から 32 頁へと増加したが、Ⅲ章は 0.5
頁（1.2 倍程度）増加したのみとなり、文書全体におけるⅢ章の割合はゼロドラフトでの
約 18％から約 7％にまで低下した。なお、ほかの章の増減を確認すると、特に増加が多
かったのがⅤ章で、ゼロドラフト（セクション A・B）で 6.5 頁だったのが成果文書では
約 25.5 頁となり、全体に占める割合は約 38％から約 52％へと増加した。
　Ⅲ章とⅤ・Ⅵ章との関連性については、ゼロドラフトでは、グリーン経済が寄与する分
野、Ⅴ章 A の分野別および分野横断的な優先分野、SDGs で含みうる優先分野で、食料、水、
エネルギー、都市、海洋、災害、雇用がいずれも記載されており、グリーン経済の推進に
よりこれらの分野の取組みを強化・改善させていこうという意図が読み取ることができた。
他方、成果文書では、グリーン経済が寄与する分野は、持続的な経済成長、社会的包摂の
強化、人間の幸福の改善など経済・社会的側面が強調され、Ⅴ章 A の分野は観光、交通、
健康と人口、社会的保護、優先地域（小島嶼発展途上国、後発発展途上国、アフリカなど）、
鉱業などの追加により 26 分野まで広がり、SDGs は対象分野自体が示されなかった。
　以上をまとめると、長い交渉プロセスを経てグリーン経済に生じた様々な変化――グ
リーン経済概念の広がり、グリーン経済の政策・措置・ツールの弱まりや消失、支援のⅥ
章への統合、グリーン経済が寄与する分野・Ⅴ章 A の行動分野・SDGs が対象とする分野
との関連性の弱まり、文書全体においてグリーン経済に特化したⅢ章の縮小――は、グリー
ン経済の相対的位置を低下させ、成果文書を持続可能性と貧困削減の推進をより強く志向
する性格に変容させたと言えるのではないだろうか。
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６．グリーン経済と地球環境ガバナンス
　これまで見てきたように、グリーン経済は UNEP やそのほかの多くの政府、ステーク
ホルダーによる取組みが行われている。そこで、リオ＋ 20 でグリーン経済をどのように
とらえ、どのように位置づけ、地球環境ガバナンスの中に位置づけていくのかが注目され
た。前節までの分析から分かったことは、大きく分けて三つある。
　第一に、グリーン経済概念の広がりがあげられる。そもそも、リオ＋ 20 が扱った持続
可能な発展概念には、環境面、経済面、社会面の三つの側面があることはすでに触れた。
先進国に住む我々にとっては、グリーン経済とは、環境面と経済面を両立する経済として
とらえがちであるが、発展途上国の人々にとっては、社会面が強調する世代内の公平性と
いう課題もきわめて重要な価値なのである。その結果、先進国と発展途上国の公平性を担
保するための貧困削減、という発展途上国にとって喫緊の課題をグリーン経済の議論の中
に組み込む主張が増えた、といえるのではないか。
　第二に、地球環境ガバナンスというとらえ方の問題があげられる。グリーン経済は、環
境ガバナンスに貢献するものとしてとらえがちな言葉である。しかし、持続可能な発展概
念が持つ社会的側面は、環境ガバナンスというよりも、開発ガバナンスという性格と深く
関連している。環境ガバナンスの役割を果たすグリーン経済という位置づけを、開発ガバ
ナンスにも一定の役割を果たす位置づけに変容させるために、発展途上国はリオ＋ 20 で
努力したように見えた。その結果、グリーン経済が寄与する分野として、社会的包摂の強
化や人間の幸福の改善などの社会的側面が強調されたと言えよう。したがって、リオ＋
20 のプロセスは、環境ガバナンスのみならず、環境・開発ガバナンスの強化を目指して
いたといえよう。
　第三に、イシュー間の相対的な位置づけの変化があげられる。前述したように、リオ＋
20 のプロセスは環境・開発ガバナンスの強化を目指していたが、実際には、環境ガバナ
ンスと開発ガバナンスという異なる二つのガバナンスを強化していたとも考えられる。こ
の両者は密接に関連していることは明確であるが、補完的な関係にも排他的な関係にもな
りえる。たとえば、資金問題は排他的な関係を示す一例である。再生可能エネルギーの普
及といった環境ガバナンスに資金が流れる場合、その分貧困撲滅にかける資金が減る可能
性がある。事例によっては、環境・開発ガバナンスの両面に貢献する win-win な状況を作
ることができるものもあろうが、そうでない事例もあろう。そのため、発展途上国は、先
進国の関心が環境ガバナンスのみに向かってしまうことを懸念し、SDGs の議論が先行す
ること恐れたように見える。
　最後が、トップダウン型アプローチへの懸念である。グリーン経済の政策・措置・ツー
ルが明示されると、自国の政策決定の余地が限定される可能性がある。また、特定の政策・
措置・ツールがグリーン経済の名の下に推奨されたとしても、自国の政策の優先順位や状
況と合致しない政策はなかなか実施できない。逆に、グリーン経済と相反する方向性を持
つ政策は、実施したくても実施できない状況になり、柔軟性が失われる。このように、トッ
プダウン型アプローチは、国家主権と相容れない状況を生む可能性があり、発展途上国の
一部の国にとっては、グリーン経済政策の具体化に賛成しにくい状況を生んだように見え
た。
　以上の四点から、今回のリオ＋ 20 では地球環境ガバナンスにある程度の進展はあった
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といえるが、グリーン経済の必要性と実践の状況を踏まえると、その進展は遅いように見
える。合意文章の内容は、玉虫色になり、開発ガバナンスという側面も付け加えられた。
そこからは、各国が持つ利害関係が、地球環境ガバナンスの進展を遅らせているように見
える。しかし、会議は決裂したわけではなく、継続する。今後は制度的枠組みの強化につ
いては、持続可能な開発委員会に代わり、第 68 回国連総会の開始（2013 年 9 月）までに
第１回ハイレベル政治フォーラムを開催することとなっている。SDGs についても、政府
間交渉プロセスの立ち上げが合意された。このように、今後のプロセスで地球環境ガバナ
ンスが進展していくか、今後も継続して検討する必要がある。
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